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以下の訂正事項は、いずれも引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文
の論旨や内容に抵触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.3 の 27 行目から 28 行目まで
訂正内容 記述を以下のように変更して脚注４を付加し、脚注４の記述を以下のように加え
ます。
「労働生産性は、労働力（単位時間当たりの労働投入）1単位に対してどれだけ
価値を生み出すことができたかを指す 4。」
脚注４
「森信茂樹他「特集日本の経済成長政策～サービス産業における生産性の向上が
決め手～」『法律文化』第 269 巻、東京リーガルマインド、2007 年 3 月、p.6。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.9 の脚注 30，
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「レントシーキングとは、規制などによって発生する利得などの獲得・維持を
目的とする行動である。例として、規制権を持つ政官界への献金や接待、社会へ
の PR 活動などが挙げられる。清水直樹・梶善登「通信産業の競争と規制のあり方」
『レファレンス』2007 年 2 月、p.144。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.18 の脚注 59
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「国有化とは、企業あるいは企業主が私的に所有する生産手段を国家の所有に
かえることをいう。詳しくは（伊東光晴編『岩波現代経済学事典』岩波書店、2004
年）、p.915 を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認 引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
めた理由 触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.20 の脚注 62
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「国有企業とは、国家資本により設立され、国家が所有し、そのコントロール
下にある企業のことを指す。中国の企業は所有形態によって、全人民所有制企業、
集団所有制企業、私有制企業などに分けられるが、このうち全人民所有制企業を
一般に国有企業と呼ぶ。詳しくは（渡辺利夫・佐々木郷里編『開発経済学事典（初
版）』弘文堂、2004 年）、p.180 を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.20 の脚注 63
訂正内容 記述を以下のように変更します。
｢中国では、1980 年代から国有企業改革の一環として、一部の企業を対象に株
式制を実験的に導入し始めた。また、1993 年の第 14 期三中全会において、現代
的企業制度の確立が国有改革の目標になり、その後、1994 年に会社法（公司法）
が実施されるにつれて、国有企業の株式制企業（国有独資公司とその他の有限責
任公司、株式有限公司）への転換が全面的に展開されるようになった。さらに、
1997 年の第 15 回党大会では、国有経済の戦略的再編という方針が打ち出された
ことを受けて、民間企業による国有企業への出資や国有企業の民営化も本格化し
た。詳しくは経済産業研究所ホームページ」
(http://www.rieti.go.jp/users/china-tr/jp/ssqs/060224-1ssqs.htm)を参照さ
れたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.22 脚注 66
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「knock down（ノックダウン）とは、自動車輸出に見られる方式で、完成品に
対して現地で高い輸入税が課せられるので、部品の形で輸出し、現地で組み立て
る方式である。詳しくは、（石田貞夫・中村那詮編『貿易用語辞典（改訂版）』白
桃書房、2006 年）、p.224 を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.28 脚注 72
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「朝鮮特需は、朝鮮戦争(1950 年 6 月～1953 年 7 月)に伴う特殊需要である。当
時、日本はアメリカ軍を中心とする国連軍の基地となり、物資の調達や兵器の修
理なども日本で行なわれた。ピークは 1952 年 6 月～1953 年 5 月、年間 4.9 億ド
ルに達した。また、1953 年の特需収入は同年の輸出の 63.7％に相当する規模であ
った。1950 年代前半の日本は貿易の赤字を朝鮮特需で埋めた。詳しくは（佐々木
毅編『戦後史大事典増補新版』三省堂、2005 年）、p.611 を参照されたい。
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.30 脚注 80
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「ライセンス生産とは、自国企業が外国企業との援助技術契約により技術を導
入し、国内で製造することである。詳しくは防衛省
（http://www.mod.go.jp/j/approach/agenda/meeting/bo-san/houkoku/si-07.html
）2001 年 2 月 1 日の記事を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.30 脚注 82
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「 経 済 協 力 開 発 機 構 （ Organization for Economic Cooperation and
Development、略称 OECD）は第２次大戦後、欧州の復興、経済協力を推進して
きた OEEC（欧州経済協力機構）を途上国援助問題など新たに生じた世界の経済
情勢変化に適合させるため改組、1961 年 9 月 30 日に発足した機構である。詳し
くは（日本経済新聞社『2008 年版経済新語辞典』2007 年）、p.721 を参照された
い。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.30 脚注 84
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「三菱自動車工業株式会社は、三菱財閥の創業 100 年に当たる 1970 年、三菱重
工業の自動車部門が分離・独立してきた。以下三菱自動車。荒木功・斎藤良太「三
菱ふそう前会長ら逮捕 うそ重ね“人災”招く」『毎日新聞』2004 年 5 月 7 日大阪
朝刊、p.3。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.39 脚注 116
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「商工省は、内閣各省の一つである。商・工・鉱山・地質並びに度量衡及び計画・
交易に関する事務を管理し、商工大臣を長官とした中央官庁である。1943 年に農
商省・軍需省に改編、1945 年に復活、1949 年に通商産業省に改組された。新村
出『広辞苑第三版』岩波書店、1991 年、p.1180。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認 引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
めた理由 触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.41 脚注 134
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「ユニット発注とは、部品メーカーにサブアッセンブリー工程まで委せる発注方
式である。中央大学経済研究所編『自動車産業の国際化と生産システム』中央大
学出版部、1994 年、p.4。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.42 脚注 134
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「ジャストインタイム生産システム（Just In Time、略称 JIT）とは、一般に必
要な品物を必要な時に必要な数量だけを生産、供給する方法を指す。その目的は
生産現場のムダ・ムラ・ムリをなくし、生産効率を向上させることである。李春
利『現代中国の自動車産業』信山社、1997 年、p.117。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.42 脚注 141
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「全社的品質管理（Total Quality Control、略称 TQC）とは、トップから従業
員にいたる会社の全員が QC（品質管理）を理解し、組織的に製品の質を高める
よう努力することである。詳しくは（日本経済新聞社『やさしい日経経済用語辞
典』2007 年）、p.359 を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.42 脚注 143
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「承認図方式とは、自動車メーカーがスペックを提示してそれに基づいて部品メ
ーカーが部品を開発し、設計図を作成して自動車メーカーの承認を受けるもので
ある。中央大学経済研究所編『自動車産業の国際化と生産システム』中央大学出
版部、1994 年、p.5。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.53 の 6 行目から 8行目まで
訂正内容 記述文に脚注 170 を付加し、脚注 170 の記述を以下のように加えます。
「その一方、トヨタ自動車・日産は、当初において規制緩和を主張していたが、
後発企業が開発を成功させていく中で酸化触媒方式によるエンジンを使い、1978
年にこの規制をクリアした 170。」
脚注 170
「詳しくは山崎修嗣「高度成長期の自動車産業政策」広島大学総合科学部紀要 II
『社会文化研究』第 26 巻、2000 年 12 月、p.172 を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.66 脚注 198
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「商工部は、過去において存在した韓国の中央官庁である。1948 年に設立され、
1993 年に商工資源部に改組された。現在の知識経済部の前身である。詳しくは韓
国知識経済部ホームページ（http://www.mke.go.kr/index2.html）を参照された
い。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.68 脚注 205
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「CIF(Cost, Insurance and Freight)：インコタームズの積地売買条件の一つで
ある。積出地における本船渡しの値段（FOB）に、仕向地までの運賃および保険
料を加えた価格、すなわち到着地価格で約定品を引渡す条件をいう。詳しくは（吉
原省三他編『金融実務大辞典』金融財政事情研究会、2000 年）、p.679 を参照さ
れたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.71 脚注 208
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「SKD（Semi Knock Down）とは、自動車を組み立てる現地でボルト、ナット
類で組み付け可能な程度まで分解された状態で出荷するもので、輸入国から見れ
ば必要な部品をすべて輸入に依存することになる。金奉吉「韓・日自動車産業の
国際競争力と下請分業生産システム」（神戸大学博士論文）、1998 年、p.166。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.72 の 22 行目から 24 行目まで、及び 30 行目
訂正内容 2 箇所の記述文に脚注 214 と脚注 215 を付加し、脚注 214 と脚注 215 の記述を以
下のように加えます。
「但し、以上の 4 社は、規定された国民車を製造できない場合、その許可を取
り消す、という国民車計画を要求された 214。」
「この計画の内容は概して次の通りである 215。」
脚注 214
「詳しくは水野順子『韓国の自動車産業』アジア経済研究所、1996 年、p.185
を参照されたい。」
脚注 215
「同上。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.73 の 26 行目から 28 行目まで
訂正内容 記述文に脚注 218 を付加し、脚注 218 の記述を以下のように加えます。
「現代自動車のポニーに関しては、技術的には未熟な車でクレームも多かった
が、1981 年まで少しのモデルチェンジもなしに無競争状態でつくり続けるこ
とができ、ほぼ独占体制を築いた 218。」
脚注 218
「詳しくは水野順子『韓国の自動車産業』アジア経済研究所、1996 年、p.186
を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.89 の 26 行目から 28 行目まで
訂正内容 記述文に脚注 245 を付加し、脚注 245 の記述を以下のように加えます。
「ところが、1973 年に第一次オイルショックが起こり、その後の世界的な不況
に GM 側は、上述した国産化計画の実施に熱意を失ってしまった 245。」
脚注 245
「詳しくは同上、pp.192-193 を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.92 の 22 行目
訂正内容 記述文に脚注 265 を付加し、脚注 265 の記述を以下のように加えます。
「87 年の起亜自動車の乗用車生産参入は、寡占支配されていた供給構造に転換
をもたらした 265。」
脚注 265
「詳しくは水野順子『韓国の自動車産業』アジア経済研究所、1996 年、p.20
を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.96 脚注 264
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「1949～1978 年においては、中国では政治体制としては中央集権の社会主義、
経済体制としてはマルクス主義の計画経済システムを実施した社会であった。経
済においては、国民経済の基盤産業を構築したが、過度に中央集権的な計画経済
が資源のマクロ的配分とミクロ的経営の非効率性をもたらし、中国経済の長期
的・構造的停滞を招いた。すなわち、従来の計画経済に基づく中央集権体制では、
労働に対するインセンティブが働かず、非効率な生産体制のままで、技術革新も
生まれず、ただ国際競争力を失うだけであった。詳しくは（楊世英『中国経済―
経済成長と労働力移動』新青出版、2007 年）、pp.1-7 を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.98 脚注 267
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「国家発展改革委員会は、経済・社会の発展に関する政策研究、立案、構造調整
及び経済体制改革の指導に責任を担う中国国務院のマクロコントロール部門であ
る。同委員会の前身は 1952 年に発足した国家計画委員会であったが、国家計画
委員会は 1998 年に国家発展計画委員会と名称変更し、さらに 2003 年に国務院体
制改革弁公室全体と国家経済貿易委員会の一部を取り込み、国家発展改革委員会
と 改 称 し た 。 科 学 技 術 振 興 機 構 ホ ー ム ペ ー ジ （ http://www.spc.
jst.go.jp/policy/science_policy/organization/org_03.html）2008 年 6 月の記事。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.102 脚注 278
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「関税貿易一般協定（General Agreement on Tariffs and Trade、略称 GATT）
は、関税や各種輸出入規制などの貿易障壁を多国間の交渉によって除去し、自由
貿易を維持・拡大する目的で 1948 年に発足した。詳しくは（日本経済新聞社『や
さしい日経経済用語辞典』2007 年）、p.42 を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.102 脚注 279
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「世界貿易機関（World Trade Organization、略称 WTO）は、関税貿易一般
協定（GATT）ウルグアイラウンドの最終合意文書に署名した世界 120 ヵ国以上
の政府の合意を受けて 1995 年 1 月に発足した国際機関である。モノの貿易だけ
でなく、サービスや知的所有権を含めた世界の貿易を統括する機能を持つ。詳し
くは同上、p.362 を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.105 脚注 284
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「1964 年から 1970 年代にかけて、中国の内陸部において一連の極めて大規模
な工業とインフラストラクチャーの建設が行われた。これは、当時アメリカとの
関係が緊張の度を深める一方で、ソ連との同盟関係も破綻し、国際的に孤立状態
にあった中国が、予想される大規模な戦争に備えるために実施したものである。
陳晋『中国乗用車企業の成長戦略』信山社、2000 年、pp.304-305。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.110 の 4行目から 5行目まで 13行目から 14行目まで 22行目から 23行目ま
で
訂正内容 ３箇所の記述文に脚注 301,302,303 を付加し、脚注 301,302,303 の記述を以下の
ように加えます。
「ところが、中国の自動車産業では、第一汽車はすでに 1960 年代から複社発注
を始めていたのである 301。」
「第一汽車はこれらの部品企業に対して部品毎に 2 社ないし 3 社から調達して
いた 302。」
「そして、第一汽車は品質向上や納期厳守に対する努力が足りなかった部品企
業に対して、調達先を切り替えた 303。」
脚注 301
「詳しくは丸川知雄「中国自動車産業のサプライヤー・システム：歴史的分析」
『アジア経済』アジア経済研究所、第 44 巻第 5・6 号、2003 年、pp.277-281
を参照されたい。」
脚注 302
「同上。」
脚注 303
「詳しくは同上、pp.278-279 を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.111 9 行目から 11 行目まで、 24 行目から 26 行目まで
訂正内容 ２箇所の記述文に脚注 305,308 を付加し、脚注 305,308 の記述を以下のように加
えます。
「東風汽車グループの自動車企業側では、第一汽車と同様に、東風汽車の部品
子会社であっても、そこからだけ部品を買うということはせず、複社発注の
方針で臨んでいる 305。」
「また、上海 VW でも同じ部品を 2～3 社から調達して、品質や価格面で競争
を促進する方針をとっている 308。」
脚注 305
「詳しくは丸川知雄「中国自動車産業のサプライヤー・システム：歴史的分
析」『アジア経済』アジア経済研究所、第 44 巻第 5・6 号、2003 年、pp.288-290
を参照されたい。」
脚注 308
「詳しくは丸川知雄「中国自動車産業のサプライヤー・システム：歴史的分析」
『アジア経済』アジア経済研究所、第 44 巻第 5・6 号、2003 年、pp.285-292 を
参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.120 21 行目から 22 行目まで
訂正内容 記述文に脚注 328 を付加し、脚注 328 の記述を以下のように加えます。
「その結果、都市部の環境汚染が日々深刻化し、主要都市の北京市や重慶市など
が「厳重汚染都市」リストに常にランクインされている 328。」
脚注 328
「詳しくは日本自動車工業会ホームページ
（http://www.jama.or.jp/lib/jamagazine/200406/ 08.html）2004 年 6 月の記事
を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.120 脚注 318
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「電子制御式燃料噴射装置（Electronic fuel injection system、略称 EFI）は、1970
年に西ドイツの Bosch 社がフォルクスワーゲン車に搭載して以来、電子部品特に
マイクロコンピューターの進歩により、そのシェアを広げている｡燃料噴射装置は
機関に燃料を噴射供給するための装置である。詳しくは日立製作所ホームページ
（http://www.hitachihyoron.com/jp/pdf/ 1983/07/1983_07_13.pdf）1983 年 8
月 1 日の記事を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.121 14 行目から 15 行目まで 23 行目から 24 行目まで
訂正内容 ２箇所の記述文に脚注 333,334 を付加し、脚注 333,334 の記述を以下のように加
えます。
「その上、2004 年７月１日以降、ユーロⅢ基準を満たした乗用車を生産・販売
する企業に対して消費税を 30％減免することが、財政部と国家税務総局の規定
によって公表された 333。」
「以上から見ると、中国の自動車排出ガス規制対策は、欧州基準を積極的に導
入しようとする中国政府の姿勢を映し出している 334。」
脚注 333
「詳しくは日本自動車工業会ホームページ
（http://www.jama.or.jp/lib/jamagazine/200406/ 08.html）2004 年 6 月の記
事を参照されたい。」
脚注 334
「詳しくは同上を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.122 表 24 の出典
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「日本自動車工業会ホームページ
（http://www.jama.or.jp/lib/jamagazine/200406/08.html）2004 年 6 月の記事よ
り部分引用。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.123 9 行目から 11 行目まで 15 行目から 16 行目まで
訂正内容 ２箇所の記述文に脚注 336,337 を付加し、脚注 336,337 の記述を以下のように加
えます。
「国家品質監督検験検疫総局は、中国で欠陥車リコール制度が実施されることに
関し、様々な形で消費者にもたらされる危害の一部がこれで抑制されることにな
ると説明している 336。」
「リコール制度の導入は、消費者重視の市場経済の基本ルールを構築しようとす
る新たな一歩を踏み出したものであると言える 337。」
脚注 336
「詳しくはサーチナホームページ
（http://news.searchina.ne.jp/disp.cgi?y=2004&d=0317&f
=business_0317_002.shtml）2004 年 3 月 17 日の記事を参照されたい。」
脚注 337
「詳しくは同上と日本自動車工業会ホームページ
（http://www.jama.or.jp/lib/jamagazine/ 200406/08.html）2004 年 6 月の記事
を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.125 16 行目から 18 行目まで
訂正内容 記述文に脚注 345 を付加し、脚注 345 の記述を以下のように加えます。
「すなわち、上海汽車はサンタナの国産化のために、自分がかつて所持していた
乗用車の生産、自主モデル、開発の足場を失ったのである 345。」
脚注 345
「詳しくは同上を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.125 脚注 328
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「併呑後、工場でもともと生産されていた「上海」ブランドは放棄した。詳しく
は中国網日本語版ホームページ
（http://japanese.china.org.cn/jp/txt/2008-03/31/content_13966325_ 3.htm）
2008 年 3 月 31 日の記事を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.126 10 行目から 11 行目まで
訂正内容 記述文に脚注 348 を付加し、脚注 348 の記述を以下のように加えます。
「そして、第 57 条では、「自動車の完成車特徴の認定範囲に基づき、下記の状
態を満たす場合、完成車の輸入と見なされる」と規定している 348。」
脚注 348
「詳しくは日本貿易振興機構（ジェトロ）ホームページ
（https://www.jetro.go.jp/world/asia/ cn/law/pdf/trade_019.pdf）2005 年 4 月 1
日の記事を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.127 5 行目から 6行目まで
訂正内容 記述文に脚注 350 を付加し、脚注 350 の記述を以下のように加えます。
「その増加した内容は以下のとおりである 350。」
脚注 350
「詳しくは日本貿易振興機構（ジェトロ）ホームページ
（https://www.jetro.go.jp/world/asia/ cn/law/pdf/trade_019.pdf）2005 年 4 月 1
日の記事を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.133 1 行目
訂正内容 記述文に脚注 361 を付加し、脚注 361 の記述を以下のように加えます。
「また、自動車産業の第 10 次 5 ヵ年計画の輸出については、次のように規定
していた 361。」
脚注 361
「詳しくはマークラインズ株式会社ホームページ
（http://www.marklines.com/ja/doc/report/ 5yearsplan.pdf）中国新華社 2001
年 6 月 26 日発表の記事を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
訂正箇所 p.134 3 行目から 4行目まで 13 行目から 15 行目まで
訂正内容 記述文 2 箇所に脚注 362,363 を付加し、脚注 362,363 の記述を以下のように加え
ます。
「また、10 年の期間を要して、中国の自動車輸出量を国内生産量の 20％以上、
輸出額を世界自動車貿易額の 10％ほどに成長させ、中国を世界自動車・同部品の
重要な供給基地に育成する、と計画している 362。」
「また、中国政府は 2008 年 1 月に長春市、上海市、天津市、武漢市、重慶市、
アモイ市、蕪湖市、台州市の 8 都市を自動車・同部品輸出基地と指定するととも
に、第一汽車、奇瑞汽車など 160 社の自動車・同部品企業を自動車・同部品輸出
基地企業と定めた 363。」
脚注 362
「詳しくはザイロンチャイナプレスホームページ
（http://www.chinapress.jp/consumption/ 9390/）2008 年 2 月 29 日の記事を
参照されたい。」
脚注 363
「同上。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。
訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
